































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































小工業 部品.加工 部分工程 願用労･働者
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1３１２９ 1８８１ 1２１７９ ８１ 
(100）’（100）（100） （100） 
〔20.4〕
(100） (100） (100） 
業種別企業数
榊成比 〔3.3〕 〔7.3〕 〔4.5〕 〔3.0〕 〔19.9〕 〔20.4〕




































糠｢譽繍十饗聲○専門技術、が非常に多い。 199,109,7042,928,704 （100.0)’ 







































































































































































































































































































































































































































歴用者→非農林自営業主（Ａ） 51.2 66.8 
非農林自営業主→凧用者（Ｂ） 46.1 34.3 
差 (Ａ） （ B） ３ 5.1 3Z､５ 
資料：総理府「就業榊造基本調査」
そ
こ
で
、
「
近
代
化
」
論
者
は
、
こ
の
よ
う
な
零
細
企
業
の
族
生
は
、
「
二
重
榊
造
」
の
復
活
で
は
（皿）
な
い
と
い
う
主
張
に
転
じ
た
。
す
な
わ
ち
、
零
細
企
業
の
増
加
要
因
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
要
因
を
挙げる。まず客観的要因として、「第一に小零細企業分野の拡大があげられる。これは
力不足」
である。
者↓自営業主ｖという逆の流れの方が、より大きく増大している。かくて、前掲第６
図
に
お
い
て
も
、
一
－
九
人
層
と
い
う
「
零
細
エ
業
」
の
ウ
ェ
イ
ト
が
減
少
し
て
い
た
の
は
、
昭
和
三○年代の「高度成長期」に限られ、「転型期」以降は各業種とも著しいウェイト増
大をみている。
かくて、八「小工業」「零細工業」↓プロレタリアートｖという「近代的」階層分解
を
主
張
し
た
「
中
工
業
論
」
「
中
堅
企
業
論
」
は
、
な
る
ほ
ど
、
昭
和
三
○
年
代
の
「
第
１
期
高
度
成
長
期
」
に
は
妥
当
し
て
い
た
も
の
の
、
「
転
型
期
」
以
降
全
く
予
期
に
反
す
る
事
態
に
直
面
し
た
こ
と
に
な
る
。
「
消
滅
し
つ
つ
あ
る
雇
用
の
二
重
榊
造
が
再
び
呼
吸
を
ふ
き
か
え
し
再
編
強
化
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
労
働
力
が
か
り
に
過
剰
と
な
っ
た
と
し
て
も
、
そ
れ
を
再
び
こ
（画）
重
榊
造
の
底
辺
に
閉
じ
こ
め
る
こ
と
は
も
は
や
不
可
能
に
近
い
」
と
い
う
予
則
は
、
ま
さ
に
「
労
働
力
不
足
」
が
以
前
よ
り
一
届
著
し
く
な
っ
て
い
る
と
き
、
も
の
の
み
ご
と
に
は
ず
れ
て
し
ま
っ
た
の
165 最近における中小企業の階厨分解について
徴的な主張である。
このように、客観的要因としては市場の拡大のパターンが零細企業に適合的になったことと、零細企業が「高生
産性を実現する」に至ったことをあげる。さらに、つぎのようにもいう「企業成長の基本要因が、高度工業化を背
景として広義の研究開発集約性と市場指向性にかわり、経営資源の中で最も貴重な要素が人的経営資源となった現
在では、規模に関係なく、高生産性企業は存在しうる。この意味で、規模の概念が企業の優努に結びついて観念さ
（脂）
れる時代は一九六○年代とともに過ぎ去りつつあるとい』えるであろう。」と。
つぎに主観的要因として、「第一は、わが国では能力発揮の場としては大企業よりも中小企業のほうが適してい
るということが周知徹底されているという事情である。……第二は、大企業において人間疎外を克服するような管
理手法が開発されない以上『生きがい』を求めて独立し、自ら人間疎外を克服するほかない。……第一一一は、テクノ
クラチニァとしての主体性を回復した結果である。」その他幾つかのことをあげているが、「人間疎外の克服」が特
し
て
い
る
と
い
う
側
面
で
あ
る
。
雇
用
者
と
し
て
よ
り
は
自
営
業
主
の
ほ
う
が
労
働
の
モ
ラ
ー
ル
が
高
い
の
は
当
然
で
あ
り
、
労
働
生
産性が高い。しかも配偶者も労働力化すれば、長時間労働でなくともかなりの高所得をうることができる。……現
在では高生産性なるが故に下請依存が拡大しているのであり、もはや低賃金なるが故の下請利用ではない。」
「客観的要因の第二は、…・・・資本集約的でなく、研究開発集約的な分野が登場して、テフノクラチ『一ァが独立す
る条件がかなり準備されている。」
「客観的要因の第三は、技術の客観化がすすみ、技術開発の結果が零細企業にまで普及するようになったことで
ある。」
かくていう、「とにかくこのように零細企業の増加要因を考えてくると、現時点における零細企業の激増は、基
166 
つぎに、零細企業が「高生産性を実現する」に至ったという点についても、たしかに零細企業にも技術革新が波
及し、投資も高まってきていることは事実であり、一応はそういってよい。しかし、「企業成長要因が、研究開発
集約性市場指向性にかわり、経営資源の中で鮫も重要な要因が人的資源となった現在では規模に関係なく高生産性
本的には経済の高度成長の結果であり、しかも『二重榊造』解消の所産であるとみることができよう。」と。
果して、そういいきれるであろうか。まず第一に、たしかに、現在、需要の多様化、高度化、個性化がすすみ、
小零細企業になじみやすい需要分野が拡大し、また企業の成長要因として「市場指向性」と「研究開発集約性」が
重要となってきているといってよい。これは、たしかに、「高度成長」のひとつの帰結としての所得水準の上昇を
前提にしなければ考えられない。しかし、それはまた、すでに指摘したように、「転型期」以降、経済の発展が、
輸
出
、
財
政
支
出
と
と
も
に
最
終
消
費
支
出
の
拡
大
に
よ
り
多
く
依
存
す
る
よ
う
に
な
っ
た
と
い
う
発
展
パ
タ
ー
ン
の
変
化
を
背
景
に
現象していることに注意しなければならない。いま少しいえば、より多くの投資を行い、生産力を高度化させさえ
す
れ
ば
、
あ
る
い
は
大
規
模
生
産
の
メ
リ
ッ
ト
を
追
求
し
さ
え
す
れ
ば
、
成
長
が
容
易
に
可
能
で
あ
り
、
市
場
の
制
約
性
は
こ
れ
を
考
え
ず
に
す
ん
だ
と
い
う
時
代
の
終
り
を
背
景
に
現
象
し
て
い
る
こ
と
、
さ
ら
に
い
え
ば
、
「
軽
工
業
中
心
型
」
か
ら
「
本
格
的
重
化
学
工
鑓
」
を
中
心
と
す
る
新
た
な
慶
業
辮
造
へ
の
移
行
過
程
ｌ
そ
れ
は
大
規
模
な
技
術
箪
新
投
資
新
興
産
業
の
鵠
に
よ
っ
て
市
場
が
爆
発
的
に
拡
大
す
る
過
程
で
あ
る
ｌ
が
、
ま
た
相
対
的
過
剰
人
口
が
豊
富
に
存
在
し
て
い
た
が
ゆ
え
に
、
薯
が
Ⅷ
速
さ
れ
つ
ぎ
つ
ぎ
に
市
場
が
拡
大
し
て
ゆ
く
過
程
が
、
ほ
ぼ
完
了
し
た
こ
と
、
そ
れ
以
上
の
蓄
積
の
進
行
は
、
新
た
に
形
成
さ
れ
た
産
業
構
造
の
基
礎
の
上
で
、
輸
出
や
財
政
支
出
、
そ
し
て
最
終
消
費
市
場
の
拡
大
に
強
く
規
制
さ
れ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
こ
と
、
し
か
も
そ
れ
も
相
当のインフレ的膨張に依存する拡大に強く規制されざるを得なくなったことを背錠に現象していることに注意しな
ければならない。
167岐近における中小企業の階層分解について
第７表企業の増減状況
（イ）アメリカの開廃業率（製造業）
企業は存在しうる」ようになったから、零細企業は、より大きな経営より高い生産性を実現し、かくて著しい筬生を
みるようになったといえるだろうか。それほど零細企業は高い生産性を実現するようになったのであろうか。この
”高生産性“の内容には、実はかなり問題があるように思える。というのは、例えば、「現在では高生産性なるが故に
下請依存が拡大している」といわれているが、その「高生産性」の内容として、雇用者より労働のモラールが高い
、
や
、
、
、
、
、
｝」と」、「配偶者も労働すること」なども挙げている。そうとすればそれは、客観的にみれば労働強化、自己搾取の強
化であり、多就業化による総投下労働の増大に他ならない。また、そもそも「市場指向性」だどによ昂高生礒性の
アメリカ
項目
～ 
～～～ 開業率｜廃業率
1954 
1955 
1956 
1957 
7.6(％） 9.2(％） 
9.0 
9.6 
8.7 
8.1 
8.7 7.5 
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1960 
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1962 
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資料：昭和43年度「中小企業白聾」
（ロ）西ドイツ手エ業親方の登録状況
轤淡僅曝鶴
１９４９１－ 
１蔓|霧；
蕊|蕊
篭|蕊；鴬|溌
駕|灘
登録｜登録｜壁録中，、朱消数|減少数|,,換蝋
“9 
621 
006 
010 
629 
729 
883 
488 
487 
82６ 
４６６ 
､8７１906 
、
】
ｎ
円
】
Ｒ
ｕ
SC 
7F 
、ｘ』Ｐ【】［Ⅸ四
口四五（ｘｕ》０Ⅱ
【
Ｋ
）
ヰ
ノ
０
、
〃
】
資料：DeutscherHandwerkskammertag,Jahres‐
bericht 
出典：浦成忠男「中小企業の発生と消滅」（国民金融
公庫噸査月輌44年３月号）
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実現というのは、生産過程における高生産性とは必ずしも結びつかない。むしろぱあいによっては、きわめて低い
生産力を基礎として、流通過程でうまく立回ることによっても、高い所得をあげうる。事実、高生産をあげている
Ｂ） 
零
細
企
業
の
ケ
ー
ス
・
ス
タ
デ
ィ
が
な
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
な
か
に
は
、
内
職
や
低
い
生
産
力
水
準
の
零
細
企
業
へ
の
下
諭
外
注に依存しつつ、専ら流通過程における、ある種の経験、熟練の発揮によって満所得をえているものも含まれてい
る。また零細企業における研究開発集約性などというのも、大企業におけるそれとは、質の異った、きわめて限定
されたものであろう。かくて、低い生産力水準の基礎の上で、非生産的活動によって高所得をうるものが広範に生
じているとすれば、それはかなり問題的だといわねばならない。たとえば、日本以上に、市場指向性と研究集約性
が
、
ま
た
人
的
経
営
資
源
が
企
業
の
成
長
に
と
っ
て
重
要
な
要
因
と
な
っ
て
い
る
で
あ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
欧
米
先
進
諸
国
に
お
い
て
は
、
零細経営は相対的にも、絶対的にも減少しており（第７表）、経済の発展パターンが市場指向的になり、研究集約
的になり、人的経営資源が重要になったとしても、必ずしも零細企業の穣生に結びつかない。日本において、かか
る
発
展
パ
タ
ー
ン
の
転
型
が
、
零
細
企
業
の
著
し
い
族
生
と
結
び
つ
い
た
背
景
と
し
て
、
浮
び
あ
が
っ
て
く
る
の
は
つ
ぎ
の
よ
う
な
事
態である。｜般に日本産業の生産力水準は高度化してきているが、それは著しく不均等であり、大規模セクターに
お
い
て
は
、
た
し
か
に
国
際
水
準
に
到
達
し
た
も
の
も
出
て
き
た
が
凡
小
規
模
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る
生
産
性
格
差
は
著
し
く
大
き
い
（第８表）。また、麓産体制が進展しているといっても、そこには労働集約的工程が大趣に付属しており、壁産機
械と家内労働とが併存するというきわめて歪曲された社会的分業がなお広範に存在する。かくて第一に浮びあがっ
てくるのは、日本産業構造のかかる不均等性である。そして第二に浮びあがってくるのは、やはり相対的過剰人口
の圧力の大きさである。すなわち、労働力不足が下請依存の増大をもたらすということも、もし、堂産体制が十分
砿立しており、労働集約的工程が排除されているならば、あるいは、当該工程においてスケール、メリットが大き
最近における中小企業の階層分解について
産分<・第８表日米規模別労働生産性格差
性高働 （アメリカ労＝100）
169 
ある。いま、箸増している零細企業の実態をすなおと観察するとき、そのことは一層明らかになってくる。第９表は、
くならば、当該工程は、家内労働として分割されはしないであろうし、また、当該工程を担当する労働者が＋
い賃金をえているならば、あえて独立を志向しはしないであろう。このように考えてくると、零細企業は高生
を実現し、その鍍生は、二重構造の解消過程であるというようにいうことはかなりむずかしくなってくるので
１８１２８ 
評回I鼎’３３.Ｃ
HZIp 
r1 
L」
qＨ 
Ｊ１３［ 悦
蕊
剛
金
LｌＧ 回
に
型
徽
髄
機
幾
聡
鯉
｢】田ＩＣＪ【】麺滝昨房翻源叩苧Ｐ虐司〈Ｌヨュ｛哩皿
、’２４．９
Ｈ
】
フ
1コＵ乙幻
（備考）１・アメリカ：“CensusofManufactures
（1963)，, 
ロ本：通産省「工業統計表（産業編)(昭
和41年)」による。
２．大規模：従業者500人以上
中規模：従業者50人以上～499人以下
小規模：従業者49人以下
出典：経済企画庁『経済白轡』（44年版）
働生産性格差
犬規模｜中規模 ﾉI､規模 計
蕊
170 
(上段、昭和31-37年、下段37-43年）（千人）
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171最近における中小企業の階層分解について
第９表自営業主の増減状況
計
就業状態 雇用者の有無|＿ 
仕事の主｜仕事の従
なもの，なもの 有Ｉ無
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iii考：１）主要な業種のみを摘記した。
２）昭和31-37年については、その間休業者の扱いかたが変ったので各項
の和が総計と一致しないぱあいがある。
資料：総理府「就業極造基本調査」
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昭和三○年代前半の「第１期高度成長期」において減少していた零細企業が「転型期」以降著しい増大に転じてい
るのは、どのようなセクターなりタイプの零細企業の動向に依存しているかをみようとしたものである。昭和三一
’三六年に七万八千人の減少をみていた自営業主は、昭和一一一七’四三年には九九万六千人の増加に転じているが、
この減少から著しい増加への転化は、すべての業種で、またすべてのタイプの自営業主に、必ずしも一様に起って
いるわけではない。重工業諸業種、建設業などにおいても、昭和三一’三六年の増加よりも昭和三七’四一一一年の増
加の方がかなり多くなってはいるが、しかし、これらの業種においては、昭和三○年代初頭から一貫して増大して
いるのであり、最近における減少から大幅な増大をもたらした主潮は、何といっても、軽エ業諸業種、商業、それ
にサービス業における零細企業の、かなり大幅な減少から著しい増加への逆転である。またこれをタイプ別にみる
とこの変動の主役は、一一六万六千人の減少から五三万九千人の増加に転じた、雇用者なしの業主であることがしら
れる。またさらに、これを男女別にみると、一四万人の減少から四六万五千人の増加に転じた、雇用者なしの女業
主、あるいは、六一一万人の減少から四五万一一千人の増加に転じた、仕事が従な女業主の変動が主役をなしていると
いえる。ところで、雇用者なしの、また仕事が従な女業主とは、いわゆる内職者だといってよい。かくて、われわ
れは、かかる女子の内職者の減少から大幅な増加のうちに、最近における零細企業の減少から大幅な増大への逆転
の主因を、少なくとも壁的な主因を見出すのである。そこで女子の内職者の、かかる変動が何故生じたかが問題と
なる。まず、「第１期高度成長期」におけるその減少は、雇用市場の拡大ということによって容易に理解される。
すなわち、内職者は、当時大量に存在していた相対的過剰人口の存在形態に他ならなかったが、高度成長期の雇用
の著しい拡大は、それを急速に吸収したのである。それでは、最近における内職者の増加は、相対的過剰人口が再
び増大していることによるのだろうか。しかし、いわゆる「労働力不足」が一層著しくなっている労働力不足下で
173最近における中小企業の階厨分解について
第10表規棋別にみた労働力の不足対策 (単位９６）
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資料：全国中小企業団体中央会「中小企業労働事情実態調査｣(昭和44年６月15日現
在」
（注）１）比率は回答事業所数＝100として算出した。
２）（）内は対ilil年増力11率。
３）労働力不足対策のうち、主なものだけを掲げた。
出典：労働省『労働白聾』（45年版）
相対的過剰人口がかくも著しく増加するものであろうか。
われわれは、ある意味で、これを肯定する。というのは、
第一に「第１期高度成長」下での相対的過剰人口の吸収
は、「労働力不足」を現象させたわけであるが、その「労
働力不足」は一様に現象しているわけではない。しばし
ば指摘されているように、「労働力不足」は、相対的に低
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転廃業、などの過程で、新たに生み出されている。また、
「労働力不足」は、これを規模別にみれば、大企業より
も中小企業でシビアーである。それは、一方で、大企業
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第11表女子就業希望者の年齢、希望する仕事の極類別棡成比
（単位％）
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総理府統計局「就業構造基本調査」（昭和43年）
（）内は転職希望者数で単位千人・
労働省『労働白:番』（45年版）
資料：
(注）
出典：
第12表女子就蕊希望者の就巣希望理由、希望する仕事の麺類別梢成比
（単位％）
うち目宅で内職を
したい者計就業希望理由
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計
失業しているから
学校を卒業したから
生活困難になったから
生活困難ではないがもっと家計放
入を得たいから
学資、こづかいなどを得たいから
余暇ができたから、その他
総理府統if1.局「就業榊造埜本調査」（昭和43年）
（）内は転職希望者数で単位千人。
労働省『労働白替』（45年版）
資料：
(注〉
出典：
最近における中小企業の階層分解について
のえ化ち働さなと
でかるし、者らい家
あくのにョな｜こに計
るてで〈高ど、し収
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「労働力不足」とは、労働力が絶対的に不足しているのではなく、まさに資本蓄秋の内容と労賃水準によって規定
されているのであり、労働力の過剰と不足は、併存しうるのである。ところで第二に、低賃金労働力の不足に直面
した中小企業は、第、表にみるように、いきおい中高年労働力の採用とともに、下調外注の活用、家族労働力の採
用などによって労働力を外延的に引き出そうとしているが、それは、まさに、相対的過剰人口の外延的拡大を要請
するものである。そして、事実、このような要諭に応えるかのように、女子の就職希望者が増加し、なかでも、自
宅で内職を希望するものが、かなり多くなっているが（第ｕ表）、いまその就職希望の理由をみると、「余暇ができ
たから」というものもあるが、その大半は、「生活が困難になったから」（一一一・八％）「生活困難ではないがもっ
と家計収入を得たいから」（五一・二％）という経済的理由によっている（第⑫表）。ということは、絶対的にでは
な
い
に
し
て
も
、
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す
な
わ
ち、「高度成長」過程はまず堆積していた相対的過剰人口を吸収したが、いまや、相対的窮乏化によって、労働力
化しにくい主婦を中心とする労働力の供給を促したのであり、これは、いわば相対的過剰人口の外延的拡大ともい
え
る
の
で
あ
る
。
かくて、股に
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と
す
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、
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しかし、それは、「高度成長」以前と全く同じであるとはいえない。けだし今や相対的過剰人口はさきに指摘し
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以上、「零細工業」「小エ業」の上向分解と下向分解について若干の検討を加えてきたわけであるが、われわれ
は、結論的に次のようにいってよい。上向分解は必ずしも、厳密な意味においての「中工業」「中堅企業」への転
成をもたらさず、むしろ独占資本組織の新たな再編的拡充の栢杯となっている側面も強い。また下向分解も八「零
細工業」「小工業」↓プロレタリアートＶという「近代的」階層分解が単純に進行しているとはいえない。むしろ、
「転型期」以降、「零細工業」は著しい増加をみているのである。かくて、中小企業が上下への階層分解によって、
整理され、「中エ業」とプロレタリアートから成る均質な経済への移行、いいかえれば、二一重構造」の解消過程
たような同本産業構造の不均質性、生産水準の低位性と結びついて、むしろ「労働力不足」に直面している企業に
よって積極的に吸引され、小零細企業のなかには、「市場指向性」、「研究開発集約性」を強めることによって、か
なり所得をあげているものも生じてきており、同じ零細企業でも、企業間格差は著しくなり、もはや、これらを同
一の範嬬にいれることはむずかしくなってきているからである。この点で、やはり「近代化論者」の指摘は鋭いと
いえる。しかしこのような変化は、いかにして生じているのであり、何を意味しているのであろうか。前節で残し
た問題とともに、節を改めて考えてみよう。
（週）中村秀一郎『中小企業』一四一頁。
（ｕ）滴成忠男「零細企業激増は逆行現象か」（『経済評輸』四五年三月号）
同氏『日本中小企業の榊造変動』（四五年四月刊）第四章など。
（巧）中村秀一郎『大規模時代の終り』（四五年六月刊）一八七頁。
（蛆）国民金融公庫調査部「小零細企業新規開業実態調査報告」（国民金融公庫『調査月報』四五年三月号）
四
総
括
が順調に進行しているとはいえない。むしろ、零細企業の著しい増加にみるように、三重椣造」は再編され拡大
されているといわなければならない。もっとも、最近においては、「規模の時代は終り」規模に関係なく高生産性
を実現することができるに至ったのであり、従って零細企業でも高生産性を実現することが可能であり、最近の零
細企業の激増は、むしろこのようなかたちで進行する「二重構造」の解消過程であるともいわれている。しかし、
それはきわめて疑問であるといわなければならなかった。それは一方で、生産力水準の低位性に、他方で、やはり
相対的過剰人口圧に由来するところの、社会的企業の歪みに多くを依存していた。さらにまた、このような零細企
業の増加が、全体としての零細企業の増加に寄与した割合は、ことに「第１期高度成長期」における減少から、
て卵「転型期」以降における増加への逆転に寄与した割合は、必ずしも大きくはなかった。「転型期」以降における全
鉢体としての零細企業の著増は、やはり相対的過剰人口の新たな創出ということと無関係ではなかったのである。
鰯このように、最近ますます著しくなってきている中小企業の階層分解の進行は、単純に産業構造の高度化、生産
噸力の発展、総じて経済の発展による三重構造」の解消過程であるとはいえない。このことは、まず第一に砿認さ
鐸れなければならないことである。しかし、第一一に確認されなければならないことは、そうだからといって、旧態依
、
刺然たる「一一重構造」が拡大再生産されているわけではない。また「中小企業経済」が存立の危機一色にぬりっぷさ
るけれているわけでもない。中小企業の、ことに「小エ業」の存立はきわめて不安定になってきており、上向あるいは
陣下向への分解圧力は強まってきているが、そのなかで、上向分解も顕著に進行し、「中工業」ないし「中堅企業」も
繩籏生をみていることはたしかであるからである。また族生する零細企業のなかにも、かなりの所得をあげるものも
７生じてきていることもたしかであるからである。このような事態の変化に対する「近代化論者」の感覚はまことに
７
 
１鋭敏であるといえる。ただ、それは、近代化論者がいうように、一般的な産業発展なり生産力の高度化が順調に進
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行している過程であると諺全面化し、一般化することはできない。
すでに指摘したように、「中工業」「中堅企業」は、独占資本主義においては、本来不安定な存在である。それ
が、一定程度定着をみたというのは、次のような条件の存在によっているといわねばならない。まず第一に、一方
で、中小企業市場の著しい拡大、それも堂産に適合的な市場の拡大、他方で、絶えざる技術革新の進行という条件
が必要になるが、それらは、まさに昭和三○年代の「高度成長」過程における、経済規模の著しい拡大、産業構造、
市場構造の、総じて生産力水準の著しい高度化によってはじめて提供されたのである。そして、かかる「高度成
長」過程こそ陸決して一般的な経済発展の過程ではなく、日本資本主義が、全般的危機の深まりにさいして、そ
の「後進性」と「戦後性」に規定されてとったところの、国家独占資本主義的資本蓄積の一形態であり、それは特
殊歴史的な産物だといわなければならない。昭和四○年代になっても、なお「中工業」「中堅企業」の儀生が続い
ているとすれば、それはひとつにはこのような特殊歴史的条件が残存していることによるといってよい。また第二
、
、
、
に、「中工業」「中堅企業」の発展にはかかる高成長の安定性が重要な条件であったが、それはいま述べた高成長要
因の残存ということもあるが、ここでとくに注意しなければならないのは、昭和三○年代後半になって、「高度成
長」過程で蓄積された矛盾が一定程度に達したとき、それが激烈な恐慌という形態をとって爆発することを回避し、
いわゆる、「転型期」という形でしか発現せしめなかったことである。それは、いうまでもなく、国家独占資本主
義に特有な恐慌回避のメカニズム、すなわち、金融、財政を通じる追加信用、追加市場を与えることによって、過
剰資本の露呈を防ぎつつ、一方で物価騰貴によって、他方で生産力水準の上昇を促すことによって過剰資本をなし
くずし的に処理するメカニズムが作用したからである。たしかに、この過程で、「中堅企業」も動揺し、破綻した
ものもある。しかし、それは必ずしも広範にわたらなかったのであり、多くの中小企業は、この過程でもなお成長
しかし、特殊歴史的諸条件は、やがて消失するか大きく変貌せざるをえない。すなわち、まさに持続的高度成長
によって、産業構造、生産力水準の彼我の懸隔は徐々に埋まり、従ってキャッチアップの作用力は徐々に弱められ
る。また大量に存在していた相対的過剰人口も、徐々に払底し、労賃水準も著しい昂騰をみるに至った。これらは
－１高度成長」要因の消失であるとともに、いわゆる過剰資本をつくり出し、恐慌を準備する要因でもある。ことに
｝」い「高度成長期」において、大企業に比較して、有機的榊成を高める「縦への拡大」傾向よりも、むしろ豊富な相対
つ鉢的過剰人口の存在を前提にした「横への拡大」傾向が強かった中小企業についてはそういってよい。かくて、「高
齢度成長」過程そのものが高度成長の条件を消失せさたばかりか、恐慌に転化する矛盾を醸成したのである。しかし、
鱸いま述べたように、それは国家独占資本主義的諸方策によって一挙に爆発させるという形を回避し、爆発を防ぎっ
鐘つ、なしくずし的に処理するという形をとる。それはとりもなおさず、経済の発展は、｜方で輸出市場への依存を
、
恥強めるとともに、他方で、財政支出や日銀信用によって、すなわちインフレ的に創出された追加市場、追加信用へ
るけの、また》てのようにして維持・拡大された最終消費市場への依存を強めることを意味する。さきにみた「市場指向
お逓性」の増大や最終消費を中心とする小零細企業に適合的な市場のインフレ的拡大ということも、ひとつには、「高
最度成長」による所得水準の上昇の帰結であるとともに、このような過剰資本のインフレ的処理の過程の反映でもあ
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を続けたのである。かくて「中工業」「中堅企業」の成長と定着とはこのような、インフレ・メカニズムをビルト
イ
ン
さ
れ
た
日
本
国
家
独
占
資
本
主
義
の
、
い
わ
ば
持
続
的
高
成
長
と
い
う
特
殊
歴
史
的
条
件
に
大
き
く
依
存
し
て
い
る
と
い
わ
な
け
れぱならない。
ったのである。
かくて零細企業における新たなタイプの発生が、一方で、さきにのべたような生産力発展の鞁行性。それによる
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社会的分業の歪みに起因するとともに、他方で「市場指向性」や最終消費を中心とする小零細企業に適合的な市場
のインフレ的維持・拡大に起因していたとすれば、それは生産力的発展がかかる程度の低位水準にしか達しないう
ちに、「高度成長」要因の消失と、それによって醸成される恐慌要因のインフレ的処理と密接に関連しているという
ことになる。まさに、「二重構造」の解消についての論点の移行－－八中小企業↓「中工業」＋プロレタリアートｖと
いう見通しから、零細企業の増大自身が三重構造」の解消であるという論点への移行ｌｌ自体が、まさに、特殊
歴史的な「高度成長」過程での矛盾の醸成と、それへの国家独占資本主義的なインフレ・メカニズムによる対応を
反
映
し
た
も
の
に
他
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
「中工業」「中堅企業」の形成と一定の定着、また新たなタイプの零細企業の族生という事態が、このような日
本国家独占資本主義の特殊歴史的構造と運動に由来していると考えるとき、「転型期」以降における、一般的発展
のなかでの中小企業経営の不如意、倒産の激増、そして新たな相対的過剰人口の形成に基く零細企業の逆転的激増
という事態も、いまや、つぎのようなものとして把えることができよう。すなわち、それらは、「中工業」「中堅企
業」、そして新たなタイプの零細企業の形成を促しているのとまさに同じメカニズム、つまりインフレメカニズム
をビルトインされた持続的高成長のメカニズムの、もうひとつの側面、過剰資本のなしくずし的処理によるなしく
ずし的露呈に他ならないと。中小企業経営の不如意、倒産の激増は、過剰資本の最もシビアーな処理形態であり、
相対的過剰人口の形成は、まさに過剰資本の処理の一定の程度進行に他ならない。かって恐慌として一時点に集中
して爆発した過剰資本は、いまや国家独占資本主義的諸方策によって隠蔽されつつ、なしくずし的に処理される。
そのとき蓋力の高度化朧、インフレメカニズムに守られ稔がらｌそれは「労繊力不足」の持続を意味し、かか
る「労働力不足」に鱸制されてｌいわば不断に行われる．しかし、他方でまさにインフレメカニズムによって守
られているが故に、過剰資本の処理は徹底されず、また蓄種が不断に進行するが故に、過剰資本もまた不断に形成
される。その過剰資本は、最も弱き環において不断に露呈することになる。そして、その鱒呈を防ぐためには、か
かる弱き環にまで追加市場、追加信用が与えられなければならないが、それは、とりもなおさず、激しいインフレ
の進行とならざるをえない。すなわちかって恐慌という形で一点に集中してあらわれた蓄積の矛盾は、いまや時間
的
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か
く
て
、
わ
れ
わ
れ
が
は
じ
め
に
み
た
と
こ
ろ
の
、
成
長
の
な
か
の
倒
産
、
発
展
の
な
か
の
没
落
、
「
伸
び
ゆ
く
も
の
」
と
「
消
え
ゆくもの」への分化は、特殊歴史的な一「高度成長」経済がもたらした彪大な過剰資本を隠蔽しつつ、なしくずし的
て》に処理していることのひとつの現象形態に他ならなかったのである。
仁
と
こ
ろ
で
、
こ
の
よ
う
な
過
程
は
、
同
時
に
中
小
企
業
の
多
様
化
の
過
程
で
も
あ
る
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す
な
わ
ち
、
い
ま
や
、
中
小
企
業
は
、
そ
の
解鰯成長も、没落もいわば外的に一律に強制されることはなくなり、むしろ業種の消長、独占資本との関係、そして経
蠣営力などの経営主体の要因などによって、あるいは不断の上向も可能となる代りに、あるいは容易に没落、倒産に
鐸も落ちこむという状況が出てきたのである。はじめにみたころの、業種間格差、企業間格差の拡大は、その端的な
、
Ⅶあらわれであり、また、「中工業」「中堅企業」などの中小企業の新しいタイプと、「小工業」「零細工業」などの
蝿中小企業の旧いタイプへの分化、あるいはまた、零細企業における新たなタイプの発生など、中小企業の階屑分解
陣もたんに規模のみを指標とすることができなくなってきているといわれるのも、さらにとくに経営者のエートスが
錘重要視されるようになっているのも、以上のことがらの反映である。
それゆえ、いわゆる中小企業問題を「個別的に企業のレヴェルで解決している」企業も生じているとしても、そ
１
 
８
 
１れは中小企業問題の解決の展望を与えるものではない。中小企業問題は、中小企業のいろいろなタイプへの分化に
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伴って？拡散され、多様化していることを示すにすぎない。このような多様化の強まりのなかで、中小企業者は、
、
、
、
また中小企業労働者は、その問題を個別的に解決する可能性が強まっているように見えるがゆえに、それを全体と
して把え、全体としての解決を志向することを、きわめてむずかしくしているのである。かくて、最もシビアーな
問題である企業倒産も、中小企業問題のますます一側面をのみ表現するにすぎなくなっているゆえに、それが「近
代化」のためにはネセサリ・イヴルとされたり、あるいは経営者の手腕なりエートスの問題だとされるイデオロギ
ーも生じてくるのである。ここにこそ、「中小企業の多様化が、そしてそれを生み出した現代日本彊本主義の階層分
解形態が、したがってきた現代日本資本主義の資本蓄秋様式がもっところの、ひとつの重要な意義を見出すことが
できるのである。
（Ⅳ）この点についてはたとえば大内力『日本経済鶴』
どを参照されたい。
（上）二九七頁以下、揖西ほか四名『日本盗本主義の没落Ⅷ．概観』な
